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はじめに
専修大学商学部会計学科の前身と言えるのは，1917年（大正 6年 9月），専門部に増設
された計理科であるが，1949年新制大学として新たに発足した専修大学のもとで，会計
学科が商学部に増設されたのは，1968年（昭和 43年）4月のことである。その後，本学
科は，今日まで至っており，今年で創設 40周年を迎えた。本学科の創設にかかわった
人々は，どのような意図や期待をもって，当時まだ独立学科としては数少なかった会計学
科を立ち上げようとしたのだろうか。本稿は，文部大臣に提出された「専修大学商学部会
計学科増設届出書」（以下「届出書」と略す）や入学学生に配布された「学習ガイドブッ
ク」などから窺える新学科設立によせた当時の関係者の思いの一端をあきらかにし，それ
が 40年後の今日にいかに継承されてきたのかについて観察しようとするものである。
Ⅰ 会計学科増設前夜―1967 年（昭和 42年）
専修大学は，1949年（昭和 24年）新制大学として発足した際に設置された商経学部商
業学科を 1965年（昭和 40年）に独立させ，商学部商業学科を創設したが，それから 3年
後の 1968年（昭和 43年）4月に商学部商業学科を分割し，入学定員 100名（1学年）の
規模で会計学科を増設した。会計学科増設にあたっては，商学部教授会および会計学科増
設準備委員会が約 1年にわたる検討作業に携わり，1967年（昭和 42年）4月 18日の第 2
回商学部教授会（学部長 大塚 光教授）にて，会計学科増設が出席者全員により承認され
た（理事会承認同年 8月 31日 理事長 森口忠造氏）。
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「届出書」では，わが国の経済発展に伴う企業活動の大規模化や複雑化によって「計数
管理の必要性を痛感するに至り，これに必要な数値の提供を任務とする企業会計の産業界
に占める地位は，一層その重要性を加えるに至った」（「届出書」1―2頁）と認識された。
そして「届出書」は，専修大学が，すでに計理科，商経学部商業学科，商学部商業学科を
通じて，商業及び企業会計の研究と教育及び多くの計理士・公認会計士・税理士の育成に
努めてきたとしたうえで，さらに企業の活動内容を幅広く理解し，時代の要求に応えられ
る会計学の専門家を育成したいとする設立事由を次のように述べている。
「資本自由化に伴う日本経済特に産業構造の体質改善が，至上命令として要求される今
日，本学の伝統である『計理専修』の特色を強化し，企業会計を中軸とする研究と教育
とを充実して，生産性の向上と経済成長に寄与し，日本経済の発展に貢献することの急
務なるを痛感し会計学科を増設し，この国家要求に応えるとともに従来の商学部商業学
科の学科目，教員組織にも留意し，国内並びに国際市場に通暁し広い視野に立って産業
界の要望に応えんとするものである」（「届出書」2頁）
会計学科増設にあたっては，専門科目を中心としたカリキュラムの充実のため，新たな
専任教員や兼任教員を迎える準備がなされた。1967年（昭和 42年）10月 4日付けの「会
計学科増設に伴う教員人事に関する文書の取扱いについて（報告）」によると以下の人事
申請リストが掲げられおり，文部省による会計学科増設認可が決定された後に，正式手続
に入ることが予定された。
① 新任専任教員
教 授 桐田 尚作
教 授 古川 周
教 授 小峰 保栄
教 授 柳 昌平
教 授 二宮 栄一
教 授 本多 貞彦
助教授 上野 秀雄
講 師 松原 成美
講 師 吉田 富義
講 師 八田 知成
② 兼任講師
講 師 田島 四郎
講 師 茂木 虎雄
講 師 酒井 茂
講 師 都筑 栄
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講 師 佐藤 博明
講 師 松尾 憲橘
講 師 伏見 章
講 師 池田 拓朗
講 師 松本 清
講 師 根本昭二郎
講 師 柳川 昇
講 師 高谷 茂木
講 師 金子 有造
講 師 原沢 文弥
Ⅱ 会計学科増設―1968 年（昭和 43年）4月
1968年（昭和 43年）4月に，商学部会計学科がその第 1期生を迎え入れた当時の商学
部全体の雰囲気を商学部長（当時）の大塚光教授は，以下のように語っている。
「商学部に新たに会計学科を新設し，この 4月から発足いたしました。それで，商学
部は商業学科と会計学科との二学科を持つことになりました。会計学科の新設という
と会計学科が商学部につけ加えられたにすぎないので，商業学科は従来と少しも変
わっていないような印象を与えるのですが，けっしてそうではありません。会計学科
の新設に伴って，商業学科もまた非常に強化されたのです。いま商業関係の学科を担
当される先生がたで，新設に伴って増員された人数をみると教授四名，専任講師二
名，兼任講師一名にのぼるのです。これでみてもいかに商業学科の内容が充実したか
は容易に理解できると思います。
このような商学部の内容の充実が，直ちに受験生諸君に反映した結果でしょうか。
商学部は非常に優秀な学生諸君を迎えることができました。特に新設の会計学科の学
生諸君が最もすぐれていたのは関係者としてまことにうれしいことです。もちろん，
この中には相当多数の公認会計士志望者が含まれているわけです。これらの学生は，
いかに熱心に教育指導しても，それにこたえる資質がなければ，なかなか国家試験の
難関を突破することはむずかしいわけです。ところが，幸いにして，十分資質を備え
た学生諸君を迎えることができたので学部としても教育指導体制を整備して，学生諸
君の希望にこたえるため懸命な努力を続けております。
学問にとって何よりもたいせつなものは，大学内における雰囲気です。その雰囲気
の中にはいると自然とだれもが真剣に学問に取り組みたくなるようなその雰囲気，そ
れをつくり出そうと努力しています。どうぞご家庭の皆さんも，この新たに呱々の声
をあげた会計学科の健やかな成長にお力添えをお願いいたします。」（1968年―昭和
43年―8月 1日発行「育友」第 27号 3頁）
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また，「届出書」中で示された会計学科増設の目的について，檜田信男助教授（当時）
は，より具体的に以下のようにまとめている（「育友」第 27号 4―6頁）。
① 企業会計に対する社会的要求の増大とそれへの適応
財務諸表公開の要請による企業会計の必要と経営合理化の一手段として企業会計の果た
す役割が注目されるなかで，「このような企業会計に対する社会的要求を真正面から受け
止め，それに十分即応できる学生を経済社会に送り出すこと，及び『一般に認められた企
業会計の基準』を中心とした企業会計の諸問題，会計情報の有用性と効果的な利用に関す
る諸問題，そしてその背景に流れる普遍的概念を討究することは創立以来『計理専修』と
してのユニークな存在である本大学としてぜひとも行わなくてはならないことでありま
す。が，会計学科はこれらの目的を果たそうとするものです」（5頁）とされた。
② 会計学の進展への対応
当時の会計学研究の現状について，「企業会計が経済社会によって強く認識されている
ことと並行して，企業会計に関する諸問題を研究対象とする会計学も著しく内容において
深化し，また領域を拡大してまいりました」（5頁）と認識し，「企業会計の研究や教育は
もはや一学部ないし一学科の中での特定の科目において処理されるべき内容ないし分野の
ものでなくなり，どうしても多数の教員による体系的かつ総合的な教育と研究が必要に
なってまいりました」（5頁）として会計学科の必要性を強調している。
③ 伝統「計理専修」の後継者の育成
この点については，以下の 3点が指摘されている。
「公認会計士・税理士などの職業会計人を希望する者に対し，円満な識見と高い倫理
観を養いながら，その希望を達成できるようにする……
企業経営者や企業の経理責任者を希望する者に対しては，会計情報を経営管理に十
分役立てうるようにする……
広く会計的知識や考え方を普及し，経済的な自主性を持った誠実性のある人々をつ
くりだす……」（6頁）
以上のような会計学科増設の意図は，専門科目のカリキュラムに反映された。1968年
度（昭和 43年度）の「学習ガイドブック」は，新入生向けに「会計学科は将来公認会計
士，税理士その他実社会において会計並びに税務関係の仕事を担当する会計専門家を養成
する目的をもって新設されたものである。したがってカリキュラムもこの方向にもとづい
て簿記会計の専門科目を柱として経営，商業，法律などの必要科目によって編成されてい
る」（71―72頁）と述べて，以下のような専門科目表（17頁）を提示した。また，「会計学
科の学生といえども個別企業の関連からのみ企業活動を解釈するだけでなく，広く国民経
済的立場から，さらには国際的な視野に立って判断をくだしていくためには経済原論や財
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政学，金融論，貿易論などの経済学や商学系統科目も軽視することは許されない」（74
頁）とも述べて，会計以外の幅広い知識も有する会計専門家を目指すべきとしている。
以上の会計学科専門科目を担当する専任教員，兼担教員及び兼任講師は，以下のとおり
であった（「届出書」128―139頁）。
―専任教員―
教 授 大塚 光 財務諸表論・会社会計・演習
沢田 武 簿記原理・外国書講読・演習
吉川義弘 原価計算・経営学総論・演習
石渡 績 税務会計・演習
小峰保栄 官庁会計・演習
柳 昌平 商学総論・外国書講読・演習
助教授 小澤康人 簿記・外国書講読・演習
檜田信男 監査論・外国書講読・演習
専門科目表（商学部会計学科）
年 次 必修科目 単 位 選択科目 単 位 卒業要件単位
1
簿記
簿記
経営学概論
4
4
4
商学総論
商業数学
民法
4
4
4 8
※簿記……商業高校出身者 以外の者
簿記……商業高校出身者 のみ
2
簿記原理
経済原論
統計学総論
商法
簿記
4
4
4
4
4
工業簿記
商業史
商業経済論
憲法
民法
商業実務及び珠算
プロ・ゼミナール
4
4
4
4
4
4
4
24
商業高校出身者
必修科目 16
選択科目 8
商業高校出身者以外
必修科目 20
選択科目 4※簿記……商業高校出身者
以外の者
3
財務諸表論
原価計算
金融論
商法
外国書講読
4
4
4
4
4
銀行簿記
機械会計論
貿易論
証券市場論
マーケティング論
経営管理論
保険論
財政学
税法
演習
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
36
必修科目 20
選択科目 16
4
監査論
管理会計
4
4
税務会計論
会社会計
官庁会計
経営分析
会計史
経済法
特別外国書講読
時事英語
特殊講義
演習
4
4
4
4
4
4
4
2
2
4
20
必修科目 8
選択科目 12
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小西基弘 商法・商法・演習
上野秀雄 税法・演習
講 師 小野重雄 簿記・外国書講読
松原成美 簿記・外国書講読
―兼担教員―
教 授 津田 昇 貿易論
久木久一 保険論
今田治弥 金融論
森下澄男 商業史
高橋七五三 経済原論
七海吉郎 財政学総論
奥村恒夫 商業実務及び珠算
鈴木重武 憲法
我妻光俊 民法
村 教三 民法
常磐敏太 経済法
笹井昭孝 商業数学
池田博行 特別外国書講読
栗原元一 演習
桐田尚作 商業経済論
栂井義雄 証券市場論
助教授 小林健吾 工業簿記
萩原 稔 統計学総論
伊藤重雄 外国書講読・演習
井下武厚 経営分析
―兼任教員―
講 師 田島四郎 管理会計・銀行簿記
茂木虎雄 会計史
酒井 茂 簿記実習
都筑 栄 経営管理論
佐藤博明 簿記・簿記実習
松尾憲橘 特殊講義
伏見 章 機械会計論
池田拓朗 時事英語
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Ⅲ 会計学科の将来展望
「届出書」は，その締め括りとして，商学部（会計学科）の「将来の計画」について次
の点を謳っている（141―142頁）。
① 教育あるいは社会の必要に応じた授業科目の増設または既存科目の充実を図るこ
と。
② 校地・校舎の拡張充実を図ること。
③ 図書・機械器具の充実整備を図ること。
④ 大学院商学研究科を設置して，会計学・商業学・経営学の専攻を設けること。
⑤ 経理指導者を志す人々に対する研修機関として，会計学研究所の充実を図ること。
⑥ 「計理専修」の伝統を継いで，多くの公認会計士・税理士等を育成すること。
以上で指摘された事項は，会計学科創設 40周年を迎えた現在に受け継がれていると言
わなければならない。1993年（平成 5年）7月に商学部教授会に上程された「新しい商学
部の教育方針と新学科体系」（専修大学商学部長期構想委員会：吉田富義委員長）で示さ
れた以下の 4つの「会計学科の目標」（29―30頁）もこの「将来の計画」の具体化の試み
であった。
① 学生が企業活動を会計プロセス（取引を捕捉，認識，測定，描写および検証するプ
ロセス）に従って理解するための基礎知識を身につけ，会計的なものの見方や考え
方を涵養できるようにすること（基礎能力の充実）
② 絶えず変化する企業の活動や環境を会計的な知識を使って考え，批判できる能力を
学生に身につけさせること（応用能力への発展）
③ 発展しつつある IT技術を会計学の知識と融合させて，学生が現実の企業活動の高
度な分析能力を身につけること（分析能力の修得）
④ 公認会計士や税理士を目指す学生をバックアップする教育を行うこと（プロフェッ
ショナル教育の充実）
以下に示した現行の会計学科カリキュラム（平成 17年度改定カリキュラム）の基本方
針は，その直接的基礎を，上記の「会計学科の目標」においていると言えるが，もとを辿
れば，会計学科創設時の基本理念，さらには「欧米ノ例ニ慣ヒ学理ノ研究ヲ遂ケ実際ノ需
ニ応スルノ道ヲ講セスンハアルヘカラス」（「計理学研究」第 1号 大正 7年 6月松邑三松
堂 1頁）とする「計理専修」の精神にまで遡れる。
① 会計基礎教育レベルのカリキュラム充実をはかる。
② 会計分野以外の専門科目の履修拡大をはかる。
③ 会計基礎教育レベルの講義科目及び演習科目の小人数制を実現する。
④ 具体的職業イメージを描きやすい履修モデル（例：会計プロフェッショナル履修モ
デル）を設置する。
⑤ 会計教育での工夫（IT機器利用等）をはかる。
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現在，会計学科は，2010年度（平成 22年度）からの導入を目指して，新カリキュラム
の策定作業を行っている。今，会計に関わる実社会から，2011年を目処とする財務会計
基準の国際的統一化の実施を念頭にした様々な影響が，大学における会計教育・研究にも
及ぼうとしている。また企業活動の複雑化や地球環境の保全要求が，企業経営をより専門
化させようとしている。専修大学会計学科は，このような企業環境の変化に対応できる有
能な会計人を育成し，社会に送り出すための努力を続けることが，従来にも増して要求さ
れている。
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